
 

 

芦屋港の管理運営に係る基本協定書の締結について 
 

 

芦屋港の活性化事業において活用する港湾施設（範囲）は、県有施設であるた

め、芦屋町において事業実施や施設運営を行っていくためには、地方自治法第

252 条の 14 に定める事務委託を行う必要があります。 

 しかし現状では、整備する施設の詳細や管理運営方法などはこれから調査検

討、協議を行うもので、事務委託に関しては、施設整備の目途が立ち、管理運営

方法など具体的な内容が定まってからの手続きとなります。 

 このため、今後福岡県及び芦屋町が事業を実施するにあたって、事務委託まで

の間の港湾施設運用に関する基本的な考え方を定めるものとして、福岡県と芦

屋町との間で基本協定を締結しましたので、報告するものです。 

 

 

１ 基本協定の位置づけ 

  ○今後の福岡県及び芦屋町が実施する芦屋港活性化のための事業実施にお

いて、これまでに協議が整っている基本的な事項を定めたもの。 

  ○活性化の範囲は、地方自治法第 252 条の 14 に定める事務委託を行う。こ

れに必要な「事務委託に関する規約」を締結するまでの間の、基本的な港

湾の運用を定めるもの。 

 

２ 基本協定の内容 

  ○「芦屋港の管理運営に係る基本協定書」参照 
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